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（７）回答校数及び回収率

回答校及び回収率は表１のとおりである。 校中 校からの回答があり、回収率は997 790
％であった。なお、複数の障害種の併置校については、該当する全ての項目に○を付79.2

けてもらい、単独の障害種別校とは分けて計上してある。障害種別の判断については、回

答校の分類をそのまま採用した。なお，以下に述べる各調査項目によって学校総数が異な

るところがあるが、調査項目毎の有効回答数で検討をしたためである。

＜表１ 回答校数及び回収率＞

学校種別 全学校数 回収校数 回答率

71 64 90.1%盲

106 83 78.3%聾

498 391 78.5%知

171 133 77.8%肢

88 75 85.2%病

53 35 66.0%知・肢

3 3 100.0%肢・病

1 1 100.0%知・病

5 4 80.0%知・肢・病

1 1 100.0%知・情

997 790 79.2%合計

３ 結果と考察

特別支援教育及びそれを支える基本的な事柄についての意識調査（１）

ここでは、特別支援教育及びそれを支える基本的な事柄に関する各学校長の意識について、①

とても思う、②思う、③あまり思わない、④思わない、のいずれかでの回答を求めた。その結果

と考察は以下のとおりである。

１）教員の意識改革

「特別支援教育の推進において，教員の意識改革は進んでいると思いますか？」という質問に

対する回答結果は、表２及び図１のようになった。

＜表２ 教員の意識改革（障害種別）＞

とても 思う 思う あまり 思わ 思わ ない 無回答

ない

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 5 7.8% 42 65.6% 17 26.6%

2 聾 4 4.8% 41 49.4% 35 42.2% 3 3.6%

3 知 15 3.5% 286 66.2% 123 28.5% 7 1.6% 1 0.2%

4 肢 2 1.1% 120 68.6% 49 28.0% 3 1.7% 1 0.6%

5 病 2 2.4% 47 56.6% 34 41.0%

6 知・肢 1 2.9% 23 65.7% 10 28.6% 1 2.9%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 29 3.3% 566 64.2% 270 30.6% 14 1.6% 2 0.2%
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特殊教育から特別支援教育への転換にあたって

は、意識改革が重要であると言われている。そこ

で「教員の意識改革が進んでいると思うか」を尋

68ねたところ とても思う 思う を含めて約、「 」、「 」

％が進んでいると回答している。一方、ほぼ同じ

時期の調査と思われる、全国特殊学校長会教育課

程専門委員会肢体不自由養護学校部会の調査 に８）

よると、特別支援教育に向けての教員に意識改革

に関する質問では 「大きく変化した 「少し変、 」、

化した」の回答が ％になっており、このこと88
からもの意識改革が進んでいることが推察され

る。

＜図１ 教員の意識改革（全体）＞

２）学校長のリーダーシップ

「特別支援教育の推進において，学校長のリーダーシップが特に重要だと思いますか？」との

質問に対する回答結果は、表３，図２のようになった。

＜表３ 学校長のリーダーシップ（障害種別）＞

とても 思う 思う あまり 思わな 思わ ない 無回答

い

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 32 50.0% 32 50.0%

2 聾 32 38.6% 50 60.2% 1 1.2%

3 知 255 59.0% 173 40.0% 3 0.7% 1 0.2%

4 肢 98 56.0% 75 42.9% 1 0.6% 1 0.6%

5 病 45 54.2% 37 44.6% 1 1.2%

6 知・肢 22 62.9% 13 37.1%

7 肢・病 1 33.3% 2 66.7%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 2 50.0% 2 50.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 488 55.4% 385 43.7% 4 0.5% 2 0.2% 2 0.2%

校長のリーダーシップの重要性については、図

２にあるとおり、肯定的な回答が ％であり、99
特別支援教育の推進について学校長の意識が高い

ことが伺われる。

＜図２ 学校長のリーダーシップ（全体）＞

64.2%

30.6%

3.3%
1.6%

0.2%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

教員の意識改革は進んでいると思いますか？

0.2%
0.5% 0.2%

43.7% 55.4%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

学校長のリーダーシップが特に重要だと思いますか？
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３）地域の社会資源としての学校の認識

「貴校は，地域の社会資源（専門機関）の一つとして認識されていると思いますか？」との質

問に対する回答結果は、表４，図３のようになった。

＜表４ 地域の社会資源としての学校の認識（障害種別）＞

とても 思う 思う あ ま り 思わな 思わ ない 無回答

い

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 6 9.4% 49 76.6% 9 14.1%

2 聾 17 20.5% 53 63.9% 12 14.5% 1 1.2%

3 知 70 16.2% 271 62.7% 87 20.1% 3 0.7% 1 0.2%

4 肢 20 11.4% 108 61.7% 42 24.0% 4 2.3% 1 0.6%

5 病 5 6.0% 48 57.8% 26 31.3% 4 4.8%

6 知・肢 10 28.6% 19 54.3% 6 17.1%

7 肢・病 1 33.3% 2 66.7%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 129 14.6% 552 62.7% 185 21.0% 13 1.5% 2 0.2%

特別支援教育における地域でのセンター

的な機能が期待されている盲・聾・養護学

校については、地域での認知度は一つの重

要な要因になると考えられる。この質問に

ついては、図３にあるとおり 「認識され、

ている」との回答が ％であった。77
同様に、学校の認知度は、盲・聾・養護

学校の特別支援教育コーディネーターが地

域で活動していく上での重要な因子の一つ

だと考えられるため、５）特別支援教育コ

ーディネーターの地域での認知度と併せて

詳述したい。

＜図３ 地域の社会資源としての学校の認識（全体）＞

４）校内における特別支援教育コーディネーターに対する認識

「特別支援教育コーディネーターの役割は，校内で十分に認識されていると思いますか？」と

の質問に対する回答結果は、表５，図４のようになった。

1.5%0.2%

62.7%

21.0% 14.6% とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

地域の社会資源（専門機関）の一つとして
　認識されていると思いますか？
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＜表５ 校内における特別支援教育コーディネーターに対する認識（障害種別）＞

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 1 1.6% 25 39.1% 37 57.8% 1 1.6%

2 聾 3 3.6% 23 27.7% 51 61.4% 4 4.8% 2 2.4%

3 知 28 6.5% 201 46.5% 184 42.6% 16 3.7% 3 0.7%

4 肢 6 3.4% 83 47.4% 81 46.3% 4 2.3% 1 0.6%

5 病 34 41.0% 46 55.4% 3 3.6%

6 知・肢 2 5.7% 17 48.6% 14 40.0% 2 5.7%

7 肢・病 3 100.0%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 40 4.5% 386 43.8% 419 47.6% 30 3.4% 6 0.7%

特別支援教育コーディネーターが学校の

職員の一人として動く以上、校内でその役

割が認識されることは大事な要素であると

いえるだろう。盲・聾・養護学校全体の調

査結果を見ると 「校内で認識されている」、

との回答は ％と、半数を切っている。ク49
ラメールの独立変数 ｛ｃ｝ を用いて、r_ ※注）

この「特別支援教育コーディネーターの役

割は校内で十分に認識されていると思いま

すか？」という質問と他の質問との相関を

見ると 「１部－１．特別支援教育の推進に、

おいて、教員の意識改革は進んでいると思

いますか？」との間では ＝ ，同様にr 0.292
第２部－２ 特別支援教育コーディネータ＜図４ 校内における特別支援教育

ーを校内に位置付けて「いますか？」との間コーディネーターに対する認識（全体）＞

では と、それぞれにやや弱い相関がr=0.261
見られた。したがって、特別支援教育コーディネーターが活動していくためには、校務にしっか

りと位置づけ，校内での意識を高めることが大切だといえるだろう。

一方、学校種別毎に見ると、聾学校が ％という低い数値を示した。聾学校は「第２部－32.9
２ 特別支援教育コーディネーターを校内に位置付けていますか？」での数値も低い結果が出て

いる。後半の問いの自由記述の中には 「これまで聾学校では地域支援の実績があることから、、

わざわざ特別支援教育コーディネーターを置く必要はない」という指摘があった。すなわち位置

付ける必要もないために位置付けず、その結果として認知度も低くなる、とういう図式が推測さ

れる。

２つの項目間の複数カテゴリー同士の相関は、しばしばクラメールの独立変数 ｛ｃ｝※注） r_
0.8 r_ 05 r_ 0.8を用いて評価される 一般に ≦ ｃ ≦１の時に非常に強い相関 ≦ ｃ ＜。 、 ｛ ｝ ， ｛ ｝

の時にやや強い相関， ≦ ｛ｃ｝＜ の時にやや弱い相関，０≦ ｛ｃ｝＜ で非0.25 r_ 0.5 r_ 0.25
常に弱い相関でカテゴリー間には関連がないとされる。

4.5%0.7%
3.4%

43.8%47.6%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

特別支援教育コーディネーターの役割は
　校内で十分に認識されていると思いますか？
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５）地域における特別支援教育コーディネーターの認知

「特別支援教育コーディネーターの認知度は，地域の中で高まってきたと思いますか？」との

質問に対する回答結果は、表６，図５のようになった。

＜表６ 地域における特別支援教育コーディネーターの認知（障害種別）＞

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 1 1.6% 6 9.4% 38 59.4% 19 29.7%

2 聾 2 2.4% 12 14.5% 52 62.7% 16 19.3% 1 1.2%

3 知 15 3.5% 141 32.6% 219 50.7% 55 12.7% 2 0.5%

4 肢 3 1.7% 47 26.9% 95 54.3% 29 16.6% 1 0.6%

5 病 13 15.7% 53 63.9% 17 20.5%

6 知・肢 1 2.9% 16 45.7% 14 40.0% 4 11.4%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 1 25.0% 3 75.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 22 2.5% 237 26.9% 476 54.0% 142 16.1% 4 0.5%

盲・聾・養護学校が地域でセンター的

機能を果たしていく上で、その重要な担

い手である特別支援教育コーディネータ

ーが地域の中で認知されることは大切な

ことである。しかし、盲・聾・養護学校

全体で見ると 「地域の中での認知度の、

高まりが見られる」との回答は約 ％29
となっており、学校種別毎にばらつきが

見られるものの、全体として低い結果と

なった。

一方、この回答結果と３）地域の社会

資源としての学校の認識に関する質問へ

の回答結果との関連を調べると表７のよ＜図５ 地域における特別支援教育

うになった。コーディネーターの認知（全体）＞

すなわち、学校に対する地域における社

会資源として認識について「とても思う 「思う」と回答したところでも、特別支援教育コーデ」

ィネーターーの地域での認知度に関しては「思わない 「あまり思わない」と答えた人のほうが」

多いという結果が出た。学校のことだけでなく、特別支援教育、とりわけ地域で活動することが

多い特別支援教育コーディネーターの存在について、地域で理解啓発を進めていく必要があると

いえるだろう。

0.5% 2.5%

54.0%

16.1%
26.9%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

特別支援教育コーディネーターの認知度は、
　地域の中で高まってきたと思いますか？
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＜表７ 地域での特別支援教育コーディネーターの認知と学校の社会資源として認識との関連＞

1-5 特別支援教育コーディネーターの地域での認知度 総計

とても思う 思う あまり思わない 思わない

1-3 11 40 49 7 107とても思う

地 域 の 9 142 285 65 501思う

社 会 資 18 98 50 166あまり思わない

源 3 9 12思わない

総 計 20 200 435 131 786

６）個別の教育支援計画の必要性

「個別の教育支援計画について，教員は十分にその必要性を理解していると思いますか？」と

の質問に対する回答結果は、表８，図６のようになった。

＜表８ 個別の教育支援計画の必要性（障害種別）＞

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 2 3.1% 36 56.3% 26 40.6%

2 聾 3 3.6% 47 56.6% 30 36.1% 2 2.4% 1 1.2%

3 知 35 8.1% 245 56.7% 142 32.9% 9 2.1% 1 0.2%

4 肢 7 4.0% 102 58.3% 63 36.0% 2 1.1% 1 0.6%

5 病 4 4.8% 38 45.8% 40 48.2% 1 1.2%

6 知・肢 2 5.7% 19 54.3% 13 37.1% 1 2.9%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 2 50.0% 2 50.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 53 6.0% 492 55.8% 318 36.1% 15 1.7% 3 0.3%

図６にあるとおり、個別の教育支援計画

について、教員がその必要性を理解してい

るとの回答は ％だった。個別の教育支62
援計画については 「特別支援教育を推進、

（ ）」するための制度の在り方について 答申

でも指摘されているとおり 、今後、個別９）

の指導計画等との関係を整理しつつ、特別

支援教育体制の中で、特別支援教育コーデ

ィネーター等と併せて総合的に検討が進め

る必要がある。

＜図６ 個別の教育支援計画の必要性＞

0%

6%

2%

36%

55.8%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

個別の教育支援計画について、教員は
　十分その必要性を理解していると思いますか？
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７）特別支援連携協議会の機能

「特別支援教育を推進するにあたって，貴校の地域では特別支援連携協議会が十分に機能して

いると思いますか？」との質問に対する回答結果は、表９，図７のようになった。

＜表９ 特別支援連携協議会の機能（障害種別）＞

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 1 1.6% 5 7.8% 26 40.6% 32 50.0%

2 聾 7 8.4% 49 59.0% 25 30.1% 2 2.4%

3 知 5 1.2% 44 10.2% 223 51.6% 151 35.0% 9 2.1%

4 肢 1 0.6% 19 10.9% 91 52.0% 60 34.3% 4 2.3%

5 病 5 6.0% 46 55.4% 32 38.6%

6 知・肢 9 25.7% 21 60.0% 5 14.3%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 7 0.8% 89 10.1% 463 52.6% 307 34.8% 15 1.7%

図６にあるとおり、十分機能

しているとは思わないという回

答が全体の約 ％であった。87
特別支援教育コーディネーター

や個別の教育支援計画が十分に

機能していくためには この 特、 「

別支援連携協議会」によるサポ

ートは必須である。今後、特別

支援教育総合推進事業等を通し

て、機能的な特別支援連携協議

会が整備されることが期待され

る。

＜図７ 特別支援連携協議会の機能（全体）＞

８）センター的機能

盲・聾・養護学校に期待されるセンター的機能について、当研究所のプロジェクト研究「特殊

教育諸学校に地域におけるセンター的機能に関する開発的研究 （平成 ～ 年度）の成果を」 13 15
もとに６つの機能の例を示し 「貴校におけるセンター的機能についてお尋ねします。次の６つ、

の機能は十分に機能していると思いますか？」と質問を設定して、それぞれについて回答を求め

た。それぞれの結果については以下のとおりである。

1.7% 0.8%

52.6%

10.1%

34.8%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答

特別支援教育を推進するにあたって、貴校の地域では
特別支援連携協議会が十分に機能していると思いますか？
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①小・中学校等の教員への支援機能

本質問に対する回答は以下のとおりである。

＜表 小・中学校等の教員への支援機能（障害種別）＞10

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 14 21.9% 40 62.5% 8 12.5% 2 3.1%

2 聾 11 13.3% 52 62.7% 16 19.3% 4 4.8%

3 知 58 13.4% 228 52.8% 127 29.4% 18 4.2% 1 0.2%

4 肢 19 10.9% 78 44.6% 65 37.1% 12 6.9% 1 0.6%

5 病 5 6.0% 35 42.2% 37 44.6% 5 6.0% 1 1.2%

6 知・肢 6 17.1% 21 60.0% 6 17.1% 2 5.7%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 113 12.8% 460 52.2% 261 29.6% 44 5.0% 3 0.3%

65.0図８のとおり、全体の

％で小・中学校等の教員への

支援が機能していると回答が

あった。また、後述する第２

部の特別支援教育コーディネ

ーターが担う役割・機能につ

いての質問でも小・中学校へ

の支援が最も高く、センター

的機能の各機能の中では最も

充実している機能といえるだ

ろう。

一方、平成 年度現在の12
「センター的機能」について

本研究所が調査した 中で、10）

これらの内容に比較的近いも

のとしては、教育相談やコン＜図８ 小・中学校等の教員への支援機能（全体）＞

サルテーション機能（幼稚園

・小・中学校等の他機関及びその教職員に対し、その機関での指導等に関する相談に応じたり支

援を行ったりすること）が挙げられる。教育相談については後述するので、コンサルテーション

に関する結果について述べると、小・中学校学校の通常学級に対しては、 ％、同じく特殊学11.3
20.2 12級に対しては ％という結果になっています。すなわち、これらの内容については、平成

年度当時よりも機能していると推察されます。

次いで多い内容としては、教材・教具の貸し出しや施設・設備の提供、情報提供依頼への対応

だった。これらの内容については、以下の項目の中で触れたい。

とても思う
13%

思う
52%

あまり思わない
30%

思わない
5%

無回答
0%

とても思う

思う

あまり思わな
い
思わない
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②特別支援教育等に関する相談・情報提供機能

＜表 特別支援教育等に関する相談・情報提供機能（障害種別）＞11

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 9 14.1% 45 70.3% 9 14.1% 1 1.6%

2 聾 16 19.3% 41 49.4% 23 27.7% 3 3.6%

3 知 63 14.6% 273 63.2% 88 20.4% 7 1.6% 1 0.2%

4 肢 17 9.7% 104 59.4% 47 26.9% 6 3.4% 1 0.6%

5 病 6 7.2% 52 62.7% 23 27.7% 1 1.2% 1 1.2%

6 知・肢 6 17.1% 26 74.3% 3 8.6%

7 肢・病 1 33.3% 2 66.7%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 4 100.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 117 13.3% 547 62.1% 196 22.2% 18 2.0% 3 0.3%

図９のとおり、

全体の ％で特75.4
別支援教育等に関

する相談・情報提

供が機能している

との回答があった。

12一方 先の平成、

年度現在の調査で

は、教育相談つい

て内容別に調査を

しているが、その

中の就学相談を除

く教育相談として

最も数値の高かっ

たものは、障害の

ある子どもや養育

に関する相談につ

いてだった。その

結果は、盲学校

79.0 75.7＜図９ 特別支援教育等に関する相談・情報提供機能 全体 ＞（ ） ％ 聾学校、

％、知的障害養護学

（ 、 ） 、 （ 、 ） 、校 併置校を除く 以下同じ ％ 肢体不自由養護学校 併置校を除く 以下同じ ％51.7 47.6
病弱養護学校（併置校を除く、以下同じ） ％でその取り組みがあった。また、同調査で情報34.6
提供機能について調査したところ、盲学校 ％、聾学校 ％、知的障害養護学校 ％、66.1 67.6 52.9
肢体不自由養護学校 ％、病弱養護学校 ％でこの取り組みが見られた。37.9 54.3

これらの調査結果と今回の調査とでは、質問内容が一致しないので単純比較はできないが、総

じて、総じて、これらの取り組みは総じて増加傾向にあると推察される。

とても思う
13%

思う
63%

あまり思わな
い
22%

思わない
2%

無回答
0%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答
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③障害のある児童生徒等への指導機能

＜表 障害のある児童生徒等への指導機能（障害種別）＞12

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 16 25.0% 38 59.4% 7 10.9% 3 4.7%

2 聾 16 19.3% 56 67.5% 8 9.6% 3 3.6%

3 知 40 9.3% 218 50.5% 150 34.7% 22 5.1% 2 0.5%

4 肢 15 8.6% 83 47.4% 65 37.1% 11 6.3% 1 0.6%

5 病 4 4.8% 33 39.8% 40 48.2% 5 6.0% 1 1.2%

6 知・肢 4 11.4% 17 48.6% 11 31.4% 3 8.6%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 2 50.0% 2 50.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 95 10.8% 448 50.9% 286 32.5% 48 5.4% 4 0.5%

10 61.9図 のとおり、全体の

％で障害のある児童生徒等へ

の指導について機能している

との回答があった。

一方、先の平成 年度現12
、 、在の調査では 盲学校 ％59.3

聾学校 ％、知的障害養護44.6
学校（併置を除く） ％、31.5
肢体不自由養護学校（併置を

除く ％ 病弱養護学校 併） 、 （29
置を除く）が ％でそれぞ25.9
れこの取り組みが見られた。

今回の調査では、盲学校、

聾学校での数値が養護学校と

比較して相対的に高いが、そ

のことは平成 年度当時で12
も同様であった。総じて全体

として指導機能そのものにつ

いては、増加していることが＜図 障害のある児童生徒等への指導機能（全体）＞10
分かる。

とても思う
11%

思う
52%

あまり思わな
い
32%

思わない
5%

無回答
0%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答
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④医療，福祉，労働などの関係機関等との連絡・調整機能

＜表 医療，福祉，労働などの関係機関等との連絡・調整機能（障害種別）＞13

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 5 7.8% 29 45.3% 27 42.2% 3 4.7%

2 聾 14 16.9% 41 49.4% 27 32.5% 1 1.2%

3 知 43 10.0% 224 51.9% 147 34.0% 17 3.9% 1 0.2%

4 肢 12 6.9% 94 53.7% 62 35.4% 6 3.4% 1 0.6%

5 病 8 9.6% 50 60.2% 21 25.3% 3 3.6% 1 1.2%

6 知・肢 3 8.6% 23 65.7% 8 22.9% 1 2.9%

7 肢・病 1 33.3% 2 66.7%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 87 9.9% 467 53.0% 293 33.3% 31 3.5% 3 0.3%

図 のとおり、11
全体の ％で医62.9
療，福祉，労働な

どの関係機関等と

の連絡・調整が機

能しているとの回

答があった。

一方、先の平成

年度現在の調査12
には、本項目に対

応するは含まれて

いない。しかしな

がら、これらの機

関との連携は特別

支援教育の重要な

キーワードの一つ

と考えられる。

各都道府県等に

おける特別支援教

育コーディネータ＜図 医療，福祉，労働などの11
ー養成研修の企画関係機関等との連絡・調整機能（全体）＞

・立案者を対象と

した、本研究所での研修の中でも、この連絡・調整能力に関する内容を重視した研修内容を実施

している。

とても思う
10%

思う
53%

あまり思わな
い
33%

思わない
4%

無回答
0%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答
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⑤小・中学校等の教員に対する研修協力機能

＜表 小・中学校等の教員に対する研修協力機能（障害種別）＞14

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 14 21.9% 30 46.9% 16 25.0% 4 6.3%

2 聾 9 10.8% 37 44.6% 31 37.3% 6 7.2%

3 知 53 12.3% 242 56.0% 120 27.8% 16 3.7% 1 0.2%

4 肢 16 9.1% 86 49.1% 63 36.0% 9 5.1% 1 0.6%

5 病 4 4.8% 39 47.0% 32 38.6% 6 7.2% 2 2.4%

6 知・肢 6 17.1% 22 62.9% 7 20.0%

7 肢・病 2 66.7% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 3 75.0% 1 25.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 102 11.6% 462 52.4% 272 30.9% 41 4.7% 4 0.5%

図 のとおり、全体12
の ％が小・中学校64.0
等の教員に対する研修

協力機能しているとの

回答があった。

一方、先の平成 年12
度現在の調査では、研

修協力機能全体と対象

別に調査を実施してい

る。その中から、小・

中学校の通常学級・特

殊学級・通級指導教室

を対象にした結果を見

ると、それぞれ盲学校

％・ ％・０％、18.6 6.8
聾学校 ％・ ％13.5 12.2
・ ％、知的障害養4.1

8.1護学校（併置を除く）

％、 ％、 ％、肢＜図 小・中学校等の教員に対する研修協力機能（全体）＞12 23.4 0.3
体不自由養護学校（併置

） 、 、 （ ） 。を除く ％・ ％ ０％ 病弱養護学校 併置を除く ％・ ％・０％となっている8.1 8.1 12.3 12.3
したがって、今回の調査では、小・中学校等の教員に対する研修協力機能が全体として増加して

いることが明らかになった。

とても思う
12%

思う
52%

あまり思わな
い
31%

思わない
5%

無回答
0%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答
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⑥地域の障害のある児童生徒等への施設設備等の提供機能

＜表 地域の障害のある児童生徒等への施設設備等の提供機能（障害種別）＞15

とても 思う 思う あまり 思わない 思わ ない 無回答

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

1 盲 6 9.4% 28 43.8% 25 39.1% 5 7.8%

2 聾 9 10.8% 32 38.6% 34 41.0% 8 9.6%

3 知 24 5.6% 167 38.7% 181 41.9% 58 13.4% 2 0.5%

4 肢 9 5.1% 60 34.3% 81 46.3% 24 13.7% 1 0.6%

5 病 1 1.2% 9 10.8% 46 55.4% 26 31.3% 1 1.2%

6 知・肢 1 2.9% 22 62.9% 8 22.9% 4 11.4%

7 肢・病 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3%

8 知・病 1 100.0%

9 知・肢・病 1 25.0% 3 75.0%

10 知・情 1 100.0%

回答 総合計 50 5.7% 320 36.3% 380 43.1% 127 14.4% 4 0.5%

図 のとおり、全体13
の ％で地域の障害42.0
のある児童生徒等への施

設設備等の提供が機能し

ているとの回答があっ

た。

一方、先の平成 年12
度現在の調査では、対象

を限定せず、学校外の人

や機関に施設設備を開放

したかどうかを尋ねてい

る。参考情報として載せ

79.7ておきたい。盲学校

％、聾学校 ％、知62.2
的障害養護学校（併置を

除く） ％、肢体不自72.1
（ ）由養護学校 併置を除く

％ 病弱養護学校 併63.7 、 （

置を除く） ％となっ＜図 地域の障害のある児童生徒等13 59.3
ており、平成 年当時への施設設備等の提供機能（全体）＞ 12
からどの学校種でも施設

設備等の提供を行ってい

た。

とても思う
6%

思う
36%

あまり思わな
い
44%

思わない
14%

無回答
0%

とても思う

思う

あまり思わない

思わない

無回答
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